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VOICE

神
谷
　
篤  

理
事
に

　
　
　
お
話
し
を
聞
き
ま
し
た
。

愛
知
県
鍍
金
工
業
組
合
　
理
事
長
　
神
谷
　
篤

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：愛知県鍍金工業組合

代表者名：神谷　篤

設立年月：1947年 4月

組合員数：114

住　　所：名古屋市中川区丸米町

　　　　　二丁目117番地の 3

■
組
合
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
愛
知
県
の
め
っ
き
業
界
の
歴
史
は
古
く
、
明
治
末
期
に
は

既
に
20
名
ほ
ど
の
同
業
者
に
よ
り
組
合
が
組
織
さ
れ
、
大
正

12
年
に
は
名
古
屋
鍍
金
同
業
会
が
設
立
さ
れ
た
と
伝
え
ら
れ

て
い
ま
す
。
資
料
に
残
さ
れ
た
も
の
と
し
て
は
、
昭
和
６
年

５
月
に
名
古
屋
地
区
の
同
業
者
60
余
名
が
集
い
、
名
古
屋
鍍

金
業
組
合
を
設
立
し
た
の
が
最
も
古
い
組
合
組
織
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。
戦
前
・
戦
中
・
戦
後
の
激
動
期
と
と
も
に
、

幾
た
び
か
の
組
織
変
更
を
か
さ
ね
、
戦
後
の
昭
和
22
年
２
月

中
部
鍍
金
工
業
協
同
組
合
と
し
て
、
さ
ら
に
昭
和
42
年
12
月

か
ら
は
現
在
の
愛
知
県
鍍
金
工
業
組
合
に
改
組
さ
れ
、
現
在

に
至
り
ま
す
。

　
め
っ
き
は
、
長
い
歴
史
の
中
で
、
も
の
づ
く
り
に
欠
か
す

こ
と
の
で
き
な
い
技
術
と
し
て
、
そ
の
地
位
を
確
立
し
て
き

ま
し
た
。当
組
合
は
２
年
後
に
90
周
年
を
迎
え
ま
す
が
、め
っ

き
業
界
の
発
展
の
た
め
、
よ
り
一
層
事
業
を
推
進
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

■
組
合
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
技
能
者
の
育
成
を
目
的
と
し
て
、
職
業
能
力
開
発
促
進
法

に
基
づ
き
、
電
気
め
っ
き
技
能
検
定
試
験
を
毎
年
実
施
し
て

い
ま
す
。
電
気
め
っ
き
が
検
定
職
種
と
な
っ
た
昭
和
39
年
か

ら
実
施
し
て
お
り
、昨
年
は
受
検
者
が
200
名
を
超
え
ま
し
た
。

役
員
の
他
に
９
つ
の
支
部
の
技
術
委
員
も
サ
ポ
ー
ト
に
あ
た

り
、
多
数
の
受
検
者
に
対
応
し
て
い
ま
す
。

　
水
質
汚
濁
、
土
壌
汚
染
等
の
環
境
保
全
へ
の
対
応
も
組
合

の
大
切
な
仕
事
で
す
。
環
境
対
策
と
し
て
、
現
行
法
の
見
直

し
や
新
法
施
行
等
も
多
い
た
め
、
組
合
員
へ
の
情
報
提
供
や

点
検
、
指
導
を
随
時
実
施
し
、
法
令
順
守
に
努
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
技
術
の
高
度
化
に
向
け
、
平
成
９
年
か
ら
名
古

屋
市
工
業
研
究
所
と
の
共
同
研

究
に
取
り
組
ん
で
お
り
、 

昨
年
度
は
、
す
ず

合
金
め
っ
き
に
よ

る
高
機
能
化
め
っ

き
技
術
の
開
発
に

お
い
て
、
一
定
の

成
果
を
得
ま
し
た
。

　
各
種
研
修
会
等
の
開
催
や
組

合
報
の
発
行
も
行
っ
て
い
ま
す
。
そ
の

他
、
名
古
屋
市
科
学
館
新
館
へ
の
め
っ
き
製

品
の
展
示
協
力
、
学
校
や
官
公
庁
、
研
究
機
関
へ
の

Ｄ
Ｖ
Ｄ
の
配
布
等
、
業
界
の
Ｐ
Ｒ
活
動
に
も
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

■
特
に
力
を
い
れ
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
何
で
す
か
？

　「
も
の
づ
く
り
は
人
づ
く
り
」
と
言
う
よ
う
に
、
人
材
育

成
を
重
視
し
て
い
ま
す
。
そ
の
取
り
組
み
の
１
つ
が
、
組
合

員
の
従
業
員
を
対
象
に
し
た
複
数
の
研
修
で
す
。
労
働
安
全

衛
生
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
等
の
快
適
な
労
働
環
境
に
関
す
る

研
修
に
加
え
、
め
っ
き
初
心
者
技
術
研
修
、
業
界
対
応
専
門

研
修
と
い
っ
た
受
講
者
の
レ
ベ
ル
に
応
じ
た
実
務
研
修
、
そ

し
て
、
昨
年
度
か
ら
は
生
産
性
の
向
上
を
支
援
す
る
訓
練
も

実
施
し
て
い
ま
す
。
毎
年
、
研
修
内
容
を
支
部
会
や
委
員
会
で

検
討
し
、前
年
よ
り
さ
ら
に
充
実
す
る
よ
う
努
め
て
い
ま
す
。

　
人
材
育
成
の
も
う
１
つ
の
取
り
組
み
が
、
若
手
二
世
の
会

「
名
鍍
会
（
め
い
と
か
い
）」
を
通
じ
た
若
手
経
営
者
の
育
成

で
す
。「
名
鍍
会
」
は
、
後
継
者
の
集
ま
り
と
し
て
業
界
で

全
国
に
先
駆
け
て
結
成
さ
れ
、
60
年
の
歴
史
が
あ
り
ま
す
。

私
も
「
名
鍍
会
」
の
出
身
者
で
す
が
、
同
じ
志
を
持
っ
た
仲

間
と
交
流
を
深
め
な
が
ら
経
営
を
学
び
ま
し
た
。

　
組
合
に
と
っ
て
も
「
名
鍍
会
」
の
協
力
は
大
き
く
、
組
合

員
の
Ｉ
Ｓ
Ｏ
認
証
取
得
推
進
や
毎
年
の
電
気
め
っ
き
技
能
検

定
試
験
の
ス
ム
ー
ズ
な
実
施
等
は
、
彼
ら
の
活
躍
あ
っ
て
こ
そ

の
実
績
と
言
え
る
ほ
ど
で
す
。
こ
う
し
た
組
合
活
動
の
経
験

を
生
か
し
て
「
名
鍍
会
」
出
身
者
が
組
合
役
員
に
就
任
す
る

こ
と
も
多
く
、
良
い
循
環
が
で
き
て
い
る
よ
う
に
思
い
ま
す
。

　
若
手
二
世
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、
災
害
等
緊
急
事
態
を
見

据
え
た
Ｂ
Ｃ
Ｐ
に
も
役
立
つ
こ
と
か
ら
、
全
国
的
に
二
世
会

を
通
じ
た
若
手
経
営
者
育
成
の
輪
を
広
げ
て
い
こ
う
と
現
在

取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

■
趣
味
や
休
日
の
過
ご
し
方
を
教
え
て
く
だ
さ
い

　
こ
こ
の
と
こ
ろ
忙
し
く
て
趣
味
に
時
間
が
取
れ
て
い
な
い

の
が
現
実
で
す
。
趣
味
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
時
間
が
あ
れ

ば
愛
犬
と
の
触
れ
合
い
く
ら
い
で
し
ょ
う
か
。

　
私
は
、
ず
っ
と
ラ
ブ
ラ
ド
ー
ル
レ
ト
リ
バ
ー
を
飼
っ
て
い

て
、
今
の
犬
は
も
う
数
代
目
に
な
り
ま
す
。
２
年
ほ
ど
前
に

飼
っ
て
い
た
２
頭
を
相
次
い
で
亡
く
し
た
辛
さ
か
ら
、
新
し

い
犬
を
飼
う
こ
と
を
躊
躇
っ
て
い
ま
し
た
が
、
縁
あ
っ
て
、

再
び
家
族
と
し
て
迎
え
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
休
日
も

ボ
ー
ル
投
げ
等
を
し
て
遊
ん
で
い
ま
す
。
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中央会ニュースクリップ

新年祝賀会を開催しました
　１月 16 日（水）、キャッスルプラザ（名古屋市中村区）において、新年祝賀会を開催しました。
　組合関係者、関係機関ご来賓等約 170 名にご参加いただき、新年の始まりを祝いました。
　長谷川正己会長は冒頭の挨拶において、「元号が改まる本年が、中小企業にとって大きく飛躍する新た

な時代の幕開けとなることを期待したい」と述べ、「決意を新たに、
中小企業組合を通じた施策の活用、後継者の育成強化や円滑な事業
承継の促進等中小企業と組合支援に積極的に取り組む」と抱負を語
りました。
　会長挨拶に続き、髙𣘺　淳中部経済産業局長、大村秀章愛知県知
事をはじめとする来賓の方々に年頭のご挨拶を賜りました。
　祝宴では、参加者が互いに新年の挨拶を交わしながら、業種や業
界を越えて和やかに懇親を深めていました。

外国人技能実習生共同受入事業コンプライアンスセミナー（第２回）を開催しました
　２月６日（水）、ＴＫＰ名古屋駅前カンファレンスセンターにおいて、外国人技能実習生共同受入事業
コンプライアンスセミナー（第２回）を開催しました。
　「技能実習法」が施行され、新制度のもとで外国人技能実習生の受入がスタートして１年が経過しまし
たが、技能実習生をめぐるトラブル等の報道を受け、外国人技能実習生受入事業の実施においては、コ
ンプライアンスが一層重視されています。
　本会では、外国人技能実習生受入事業の適正な実施のためのセミナーを毎年開催しており、本年度２
回目の開催となる今回は、関係機関より３名の講師をお迎えし、外国人技能実習生受入事業を実施する
組合担当者等約 110 名が参加しました。
　はじめに、外国人技能実習機構 名古屋事務所長 坂田氏、総務課長 山本氏より、外国人技能実習制度の
現状や事業実施における注意事項等についてご説明をいただきました。
　続いて、愛知労働局 労働基準部 監督課 特別司法監督官 斉藤氏より、労働関係法令の改正を踏まえた外
国人技能実習生に対する労務管理についてご講演いただき、最後に愛知県警察本部 生活安全部 サイバー
犯罪対策課 巡査長 安江
氏より、外国人技能実習
生が巻き込まれやすい
犯罪について具体的に
ご説明いただき、注意を
呼び掛けました。
　参加者は、メモをとり
ながら熱心に耳を傾け
ていました。
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中小企業トピックス '19 in February

　平成 30 年 12 月 26 日、中小企業庁より「平成 31 年度与党税制改正大綱」における “ 中小企業・小規模事業者関係
の税制改正の概要 ” が公表されました。
　詳しくは、HP（http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2018/181226zeiritu.htm）をご覧ください。

平成 31年度（2019 年度）中小企業・小規模事業者関係　税制改正のポイント

１．�個人版事業承継税制の創設（相続税・贈与税） 新設

　�　個人事業者の事業承継を促進するため、10 年間限定で、多様な事業用資産の承継に係る相続税・贈与税を 100％納税
猶予する「個人版事業承継税制」を創設する。

２．�中小機構出資の事業承継ファンドから出資を受けた中小企業に対する特例（法人税・法人住民税・事業税） 新設

　�　事業承継ファンドを通じた事業承継を一層促進すべく、中小企業等経営強化法に基づく認定を受けた事業承継ファン
ドを通じて中小機構から出資を受けた場合には、中小機構出資分を大企業保有分と評価しないこととする措置を講ずる。

３．�中小企業の災害に対する事前対策のための設備投資に係る税制措置の創設（法人税・所得税・事業税） 新設

　�　中小企業が災害への事前対策を強化するための設備投資を後押しするため、自家発電機、制震・免震装置等の防災・
減災設備に対して、特別償却（20％）を講じる。

　�　事業者が作成した事前対策のための計画を、経済産業大臣が認定。認定計画に含まれる設備の導入に対して、上記の
税制措置を適用。

４．�中小企業・小規模事業者の設備投資を支援する税制措置の延長（法人税・所得税・法人住民税・事業税） 延長・強化

　�　中小企業・小規模事業者の「攻めの投資」を後押しするための税制として、中小企業投資促進税制、商業・サービス
業・農林水産業活性化税制、中小企業経営強化税制を措置しているところ、中小企業の積極的な設備投資を後押しし、「生
産性革命」の実現を図る観点から、これらの措置の適用期限を２年間延長。加えて、中小企業経営強化税制については、
働き方改革の実現に向けた取組みを支援する観点から、対象設備を明確化するといった強化を行う。

５．�中小企業者等の法人税率の特例の延長（法人税・法人住民税） 延長

　�　中小企業者等の法人税率について、年間 800 万円以下の所得金額に対する税率は、19％から 15％に軽減されている。
海外経済の不確実性や人手不足、労働生産性の伸び悩みや後継者難等を背景とした先行き不透明感が指摘される中、中
小企業・小規模事業者の経営基盤を引き続き強化するため、本税制措置の適用期限を２年間延長。

６．�研究開発税制の拡充（中小企業技術基盤強化税制の上乗せ措置の延長）（所得税・法人税・法人住民税） 延長

　�　中小企業技術基盤強化税制は、試験研究費の 12％に相当する額を法人税額から控除する制度（法人税額の 25％が上
限）。試験研究費を一定割合増加させた場合には、最大で試験研究費の 17％、法人税額の 35％まで控除可能となっており、
この上乗せ措置を２年間延長する。

　〜中小企業・小規模事業者関係のその他の項目について〜

 ＜拡充・制度整備＞　　　　　　　　　　　　　　　
●�信用保証協会が受ける抵当権の設定登記等の税率
の軽減の延長（登録免許税）

　有担保保証に係る中小企業者等の利用負担を軽減し、資
金繰りの円滑化を図るため、信用保証協会が受ける抵当権
の設定登記等の税率の軽減措置について、その適用期限を
２年延長する。

●�保険会社等の異常危険準備金の延長（法人税・法
人住民税・事業税）

　火災等共済組合及び火災共済協同組合連合会が、今後の
異常災害に対応できる財務基盤を確保するため、異常危険
準備金の積立てに係る一定割合の損金算入を認める特例措
置について、その適用期限を３年延長する。

●�特別貸付けに係る金銭消費貸借契約書における税
制上の所要の整備（印紙税）

　商工中金が激甚災害により被害を受けた者に対して行う
国の制度によらない災害復旧資金の貸付けにおける金銭消
費貸借契約書に係る印紙税については非課税とする。この
改正は平成 30 年５月 20 日以後に発生した激甚災害に係る
金銭消費貸借契約書について適用する。

●�非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶
予及び免除制度の適用に係る手続等の見直し（相
続税・贈与税）

　事業の継続・発展を通じた地域経済及び雇用の維持・活
性化を図る観点から、中小企業経営者の事業承継をより一
層後押しするため、非上場株式等についての相続税・贈与
税の納税猶予及び免除制度の適用に係る手続等について、
所要の措置を講ずる。

 ＜廃止＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●�中小企業等の貸倒引当金の特例の廃止（法人税・
法人住民税・事業税）

　貸倒引当金の割増特例は、適用期限の到来をもって廃止
する。なお、平成 35 年（2023 年）３月 31 日までの間、
現行の割増率 10％に対して１年ごとに１／５ずつ減少した
率による割増しを認める経過措置を講ずる。
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「
毎
勤
統
計
」
の
不
適
切
な
調
査
方
法

　
国
の
基
幹
統
計
で
あ
る
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
の
不
適

切
な
調
査
方
法
の
影
響
が
広
が
っ
て
い
る
。
賃
金
や
労
働
時

間
を
把
握
す
る
た
め
に
厚
生
労
働
省
が
実
施
し
て
い
る
統
計

で
、
通
称
、
毎
勤
統
計
ま
た
は
勤
労
統
計
と
呼
ば
れ
て
お
り
、

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
や
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
な
ど
が
重
視
し
て
い

る
。毎
勤
統
計
で
は
、本
来
、従
業
員
500
人
以
上
の
事
業
所
は
、

全
て
の
企
業
が
調
査
対
象
で
あ
る
全
数
調
査
で
実
施
し
て
い

る
が
、
厚
労
省
は
東
京
都
の
調
査
対
象
企
業
約
１
４
０
０
の

う
ち
３
分
の
１
し
か
調
べ
て
い
な
か
っ
た
。

　
対
象
企
業
数
を
減
ら
し
た
だ
け
で
あ
れ
ば
、
調
査
の
た
め

の
労
力
を
省
い
た
だ
け
に
も
見
え
る
が
、
企
業
数
の
補
正
を

し
て
い
な
か
っ
た
た
め
、
中
小
企
業
に
比
べ
て
賃
金
の
高
い

大
企
業
の
サ
ン
プ
ル
数
が
減
り
、
結
果
的
に
平
均
賃
金
が
低

く
出
て
い
た
。
再
集
計
さ
れ
た
２
０
１
２
年
以
降
の
名
目
賃

金
は
、
ボ
ー
ナ
ス
支
給
月
で
従
来
の
公
表
値
か
ら
最
大
で

1.2
％
の
か
い
離
が
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
毎
勤
統
計
は
、
雇

用
保
険
や
労
災
保
険
の
支
給
額
の
算
定
に
も
使
わ
れ
て
い
る

た
め
、
過
少
支
給
額
と
追
加
給
付
に
か
か
る
コ
ス
ト
は
総
額

で
約
800
億
円
に
達
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
る
。

数
値
の
補
正
で
統
計
不
信
は
増
幅

　
こ
う
し
た
不
適
切
な
調
査
方
法
に
輪
を
掛
け
た
の
が
、
18

年
１
月
か
ら
の
調
査
対
象
の
補
正
で
あ
る
。
当
初
は
、
大
企

業
の
数
を
補
正
せ
ず
に
集
計
し
て
い
た
が
、
18
年
か
ら
は
数

値
を
３
倍
し
て
補
正
し
始
め
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
大
企
業

の
ウ
エ
イ
ト
が
そ
れ
ま
で
よ
り
も
増
え
て
し
ま
っ
た
た
め
、

今
度
は
平
均
賃
金
が
前
年
比
で
高
め
に
出
て
し
ま
う
こ
と
と

な
っ
た
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に
忖
度
し
た
か
ど
う
か
は
不
明
だ

が
、
名
目
賃
金
を
引
き
上
げ
る
た
め
に
意
図
的
に
操
作
し
た

と
指
摘
さ
れ
て
も
仕
方
な
い
だ
ろ
う
。

　
こ
う
し
た
東
京
都
と
同
じ
よ
う
な
不
適
切
な
調
査
方
法

を
、
愛
知
県
や
大
阪
府
、
神
奈
川
県
の
３
府
県
に
も
広
げ
る

準
備
を
進
め
て
い
た
と
い
う
。
東
京
と
同
様
の
手
法
を
３
府

県
に
拡
大
し
、
賃
上
げ
率
が
高
い
大
手
メ
ー
カ
ー
の
集
積
が

高
い
エ
リ
ア
ま
で
抽
出
調
査
を
適
用
す
れ
ば
、
平
均
賃
金
が

さ
ら
に
上
振
れ
す
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
だ
ろ
う
。
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
で
な
か
な
か
上
が
っ
て
い
な
か
っ
た
賃
金
が
少
し
で

も
上
振
れ
す
る
よ
う
に
画
策
し
て
い
た
と
見
ら
れ
て
も
否
定

で
き
な
い
。

統
計
不
信
は
景
気
不
信
と
景
気
不
振
を
招
く

　
毎
勤
統
計
の
不
適
切
調
査
の
影
響
は
、
政
府
の
景
気
判
断

の
基
と
な
る
「
景
気
動
向
指
数
」
に
も
拡
大
し
て
い
る
。
内

閣
府
は
、
足
元
の
景
気
判
断
や
過
去
に
遡
っ
て

景
気
判
断
を
変
え
る
ほ
ど
の
修
正
に
は
な
ら
な

い
と
し
て
い
る
が
、
内
外
で
重
視
さ
れ
る
重
要

な
景
気
指
標
の
長
期
に
わ
た
る
修
正
は
避
け
ら

れ
な
い
だ
ろ
う
。

　
最
近
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
は
、
政
府
の
統

計
を
信
用
で
き
な
い
と
す
る
人
の
割
合
が
急
速

に
増
加
し
て
い
る
。
こ
こ
ま
で
来
る
と
、
国
の

統
計
は
全
て
都
合
の
い
い
よ
う
に
解
釈
し
、
そ

の
都
度
、
調
査
方
法
や
集
計
方
法
を
変
更
し
て

い
る
の
で
は
な
い
か
と
疑
う
向
き
も
出
て
き
て

も
不
思
議
で
は
な
い
。
一
時
的
な
混
乱
や
信
頼

性
の
低
下
に
と
ど
ま
れ
ば
い
い
が
、
国
の
統
計

調
査
に
対
す
る
不
信
感
が
募
れ
ば
、
金
融
市
場

だ
け
で
な
く
、
経
営
者
や
消
費
者
ま
で
も
が
経

済
指
標
に
反
応
し
な
く
な
る
事
態
ま
で
懸
念
さ

れ
る
だ
ろ
う
。

　
今
年
１
月
の
景
気
動
向
指
数
で
、
足
元
の
景

気
回
復
局
面
が
「
い
ざ
な
み
景
気
」
を
抜
い
て

戦
後
最
長
を
更
新
し
た
と
み
ら
れ
て
い
る
。
そ

の
数
字
が
３
月
７
日
に
内
閣
府
か
ら
公
表
さ
れ

る
予
定
と
な
っ
て
い
る
が
、
単
独
で
戦
後
最
長

の
景
気
拡
張
期
間
を
達
成
し
た
と
言
わ
れ
て

も
、
市
場
が
反
応
す
る
こ
と
は
な
く
、
む
し
ろ

作
ら
れ
た
景
気
回
復
な
の
で
は
な
い
か
と
の
不

信
が
増
幅
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
一
度
失
っ
た

統
計
へ
の
信
頼
を
取
り
戻
す
に
は
、
相
当
な
時

間
を
要
す
る
こ
と
は
間
違
い
な
く
、
ま
た
、
今

後
の
統
計
処
理
に
関
し
て
は
、
統
計
法
違
反
に

対
す
る
罰
則
規
定
を
含
め
、
不
正
に
対
し
て
厳

正
に
対
処
す
る
姿
勢
を
示
さ
な
い
限
り
、
日
本

の
経
済
統
計
へ
の
信
頼
は
取
り
戻
せ
な
い
だ
ろ

う
。
厚
労
省
の
不
適
切
調
査
の
影
響
は
、
今
後

の
経
済
運
営
に
対
し
て
計
り
し
れ
な
い
ダ
メ
ー

ジ
を
与
え
た
と
み
ら
れ
る
。

統
計
不
信
が
招
く
景
気
不
振

中
京
大
学 

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田 

俊
宏

Profile
1968 年青森県生まれ。91 年一橋大学経済学部卒業。02 年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91 年野村證券。93 年東海総合研究所（現
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）。15 年４月中京大学経済学部客員教授。現在、テレビやラジオのニュース番組などのコメンテーターを務
めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋港管理組合、青森県などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

内田俊宏の経済トレンド
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景況の推移（前年同月比）

景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
紙・紙加工品：クリスマス、年末需要もあり、段ボール会社の
仕事状況はまずまず。引き続き需要は堅調に推移している。
化学・ゴム：価格是正が済んだガスもあるが、全般的に納入価
格は安定している。出荷総量の変動もない。一部会員には後継
者問題で廃業に至るケースがみられた。
電気機器：受注は来年３月末までは 100％。中には生産できな
いため断っている会社もある。一方、運送需要が逼迫しており、
製品が出荷できず困っている会社がある。
【非製造業】
卸売業：問屋団地内で営業を続ける企業がまた１社減り、半数
以下となった。半分は不動産管理会社で、団地内の土地建物を
他企業に貸している。
商店街：空き店舗にどんどん飲食店が開業している。店舗の増
加は歓迎だが、競争激化による同業者の撤退や廃業、治安維持
等が課題となってきた。
建設業：12 月に入り、急に来年の仕事量が増え出した。しかし
材料の高騰に施工予算がついていけず、厳しい状況になりつつ
ある。人材は相変わらず不足している。

【製造業】
紙・紙加工品（大阪府）：段ボール関係は製紙メーカーがフル操
業となっており、発生量は伸びている。輸出価格も過去に無い
高値で推移したが、中旬から急落している。
化学・ゴム（広島県）：業界の景況感は良く、依然操業度は高い。
しかしながら引続き原材料は高い水準のままであり、残業・人
員増加による労務費増などにより収益状況は厳しい。
電気機器（山梨県）：受注は確保できているが、人手不足により
残業等が増加。売上高の増加以上に人件費が嵩んでいる。
【非製造業】
卸売業（東京都）：暖冬から急激に寒くなったため、秋冬物の売
れ行きが悪い。前年割れの組合員が増加している。
商店街（石川県）：恒常的なセールが量販店、ネット販売で行わ
れている。中心商店街にあるような店舗ではよほど特色がない
限り 12 月に売上を上げていくのは難しくなっている。
建設業（神奈川県）：年末年始と仕事量は多いが、人手不足が未
だ大きな問題となっており、工程遅れが出ている。

（出典：全国中小企業団体中央会 HP より）

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

景況天気図

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10≦DI＜＋10

やや悪化
−30≦DI＜−10

悪　化
DI≦−30

　この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の
景況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2018 年 12 月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例
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パソコンマスターへの道
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インフォメーション

日 時間 イベント名 場所
3 月 2 日（土） 15：00 愛知県中小企業青年中央会　交流会 アパホテル

3 月 4 日（月） 10：00 組合事務主任者研修会 ウインクあいち

3 月 5 日（火） 15：00 第２回労働問題研究会 中央会会議室

3 月 8 日（金） 10：00 組合事務初任者研修会 中央会会議室

3 月 8 日（金） 15：00 組合事務初任者研修会 中央会会議室

3 月 13 日（水） 10：00 組合事務初任者研修会 中央会会議室

3 月 13 日（水） 15：00 組合事務初任者研修会 中央会会議室

3 月 19 日（火） 14：30 正副会長会 キャッスルプラザ

3 月 19 日（火） 15：15 第２回役員改選準備委員会並びに選挙管理委員会 キャッスルプラザ

3 月 19 日（火） 16：00 理事会（予算） キャッスルプラザ

3 月 19 日（火） 17：00 懇親会 キャッスルプラザ

中
央
会

イベントカレンダー

日 イベント名 組合名 場所

2 月 9 日（土）
〜3月10日（日）

第 21 回中馬のおひなさん
スタンプラリー 足助中央商店街（協） 足助重伝建の町並み一帯と香嵐渓

組
合

おしらせ

皆様の組合等で、消費税の軽減税率制度に係る説明会の開催（講師派遣）をご希望される場合は、
最寄りの税務署にお気軽にお問い合わせください。
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インフォメーション

イベントレポート

第 60 回全国秀作染織展

　２月３日（日）名古屋国際ホテル（名古屋市中区）において、名古屋呉服商協同組合主催の「第 60 回全国秀作染織展　
きもの de 講談 2019」が開催されました。このイベントは、社会的対応の取組みとして「特殊詐欺に注意・交通事故防止等」
の安心で安全な生活の啓蒙活動を取り入れた事業にもなっており、毎年開催されています。
　染織展では人間国宝の作品などが並べられ、来場者の目を大いに楽しませました。きもの de 講談の会場では、来場者は「徂
徠豆腐」ほか、講談師の巧みな話芸や、琴の調べに引き込まれていました。

干支置物供養感謝祭

　１月 27 日（日）常滑市陶磁器会館 駐車場において、「干支置物供養感謝祭」が開催されました。「縁起物は処分しにくい」
との声にこたえ、常滑焼の作り手であるとこなめ焼協同組合と売り手である常滑陶磁器卸商業協同組合が共同で毎年開催
しています。
　同館駐車場に設置された干支塚には、家庭等で
飾られた旧年の干支置物が多数集まり、とこなめ焼
協同組合 渡邉理事長、常滑陶磁器卸商業協同組合 
關理事長は感謝を込めて玉串を捧げ、供養しました。
　渡邉、關両理事長は、参列した組合関係者に向
け、新たな商品づくりや魅力発信について「商工
が力をあわせて取り組みたい」と挨拶しました。

　１月 23 日（水）愛知県産業労働センター（名古屋市中村区）において、愛知県
私塾協同組合主催の「第 33 回学習塾情報展」が開催されました。
　このイベントは学習塾経営者を対象とした情報展で、出展ブースでは人気の教
材から最新のデジタルコンテンツ、OA 機器や運営システムなど、塾の運営に役立
つ様々な分野の商品が展示、紹介されており、来場者は各ブースで熱心に説明を
聞いていました。また、会場内では経営セミナーも開催されており、多くの来場
者でにぎわっていました。

第 33 回学習塾情報展

　１月 30 日（水）「就職準備応援セミナー（内定者合同研修会）」を愛知県産業労働センター（名古屋市中村区）におい
て開催し、県内企業等の内定者 12 名が参加しました。研修会は２部構成となっており、第１部では愛知労働局労働基準
部監督課　労働時間管理適正化指導員　戸崎剛直氏より「知っておきたい働く時の基礎知識」と題し、労働基準関係法令
についての説明が行われました。第２部では産業カウンセラーの加藤久恵氏を講師にお迎えし、「社会人デビューの前に！
入社までにマナーの基礎を身につけよう！」をテーマに、あいさつのポイントや電話応対、名刺交換等、グループワーク
を通して、これから社会人となる際に必要なビジネスマナーについて学びました。
　仕事内容や人間関係等に不安
があるとの声も多数聞かれまし
たが、今回の研修を受けて、「社
会人として一人前になれるよう
に成長したい」、「入社前、入社
後も積極的にマナーの習得に取
り組みたい」等の前向きな意見
もあり、参加された皆さんの今
後の活躍が期待されます。

内定者研修会を開催しました



三井生命では各組合の皆様へ各種セミナーを実施しております（無料）

2017年度は上記のセミナーを26協同組合にて実施させて頂きました。
多くの経営者より個別に相談も頂いております。お気軽にご相談ください。
※セミナ̶実施についてのご照会先は
　名古屋市中区錦 1－4－6　三井生命保険株式会社　名古屋支社　TEL 052－231－3852
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B－2018－5625（2019.2）使用期限 2019.3.31

◆セミナーコンテンツ例
　・事業承継（生命保険を活用した事業承継対策）
　・公的年金とライフプラン
　・知っておきたい賢い生命保険の活用法
　・公的介護保険制度を知ろう　　　　　　　など

愛 知 県 パ ン 協 同 組 合
理　事　長　長谷川　正　己
副理事長　光　田　　　充
副理事長　中　島　政　志

〒460－0002 名古屋市中区丸の内三丁目20番 29号
 ＴＥＬ　〈052〉962－6371
 ＦＡＸ　〈052〉962－6377

※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※2019 年度に発行する「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：労働企画部　TEL : 052－485－6811

〒450－0002  名古屋市中村区名駅四丁目 11 番３号
  中央水産ビル
ＴＥＬ　〈052〉583－3811 　ＦＡＸ　〈052〉561－0792

理　事　長　　浅　岡　哲　也

名古屋中央市場水産物協同組合
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〒450-0002 名古屋市中村区名駅4-4-38 愛知県産業労働センター(ウインクあいち)16階 
                   TEL(052)587-2223(代)

〒444-0860 岡崎市明大寺本町1-34 岡崎センタービル8階
                  TEL(0564)22-0191(代)
資料請求はこちら▶http://www.ack-kyosai.or.jp 愛知県中小企業共済

本 部

三 河 支 局

がんばる の
ベストパートナー
がんばる の
ベストパートナー

傷害共済傷害共済
ケガの補償は安心補償ケガの補償は安心補償

生命傷害共済生命傷害共済
ケガも病気もサポートケガも病気もサポート

従業員医療共済従業員医療共済
従業員のケガや病気に従業員のケガや病気に

従業員弔慰金共済従業員弔慰金共済
従業員の「もしも」に備えて従業員の「もしも」に備えて

弔慰金共済弔慰金共済
思わぬ「もしも」に備えて思わぬ「もしも」に備えて

経営者医療共済経営者医療共済
経営者だからこそ万一に備えて経営者だからこそ万一に備えて

愛知県中小企業共済協同組合
オリジナルキャラクター

キョウサイ 天使’sキョウサイ 天使’s
テンシーズ

６つの安心で６つの安心で
企業の

経営をサポート!企業の
経営をサポート!

QRコードから
ご覧頂けます ▶
QRコードから
ご覧頂けます ▶0120-00-9967

受付時間 平日9:00～17:00
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